
 
 
様式２（計画用） 

「越前市教育施設等長寿命化方針」に関するパブリック・コメント結果 
案件名 越前市教育施設等長寿命化方針（案）について 

実施期間 令和元年１２月１５日（日）～ 令和２年１月１０日（金）まで 

趣旨 公民館、児童福祉施設、学校、スポーツ施設、文化施設等、未就学

児から高齢者まで幅広い年齢層が使用する市民ニーズの高い教育施設

は 1970 年代後半から 1980 年代にかけて集中的に整備されており、今

後老朽化による更新時期が集中し、更新に対する財源を確保すること

が難しい状況となっています。省エネや耐震等への対応も必要となっ

ており、費用の抑制と施設機能向上の両方を実現していくことが課題

となっています。 

必要な整備を計画的に実施するため、「越前市公共施設等総合管理計

画」を上位計画とした「教育施設等長寿命化方針」を策定します。 

意見提出者数 

（件数） 

8 人（8 件） 

 20 代 40 代 50 代 80 代 未記入 合計 

男性 2(2) 2(2) 1(1)   5(5) 

女性    1(1)  1(1) 

未記入     2(2) 2(2) 

合計 2(2) 2(2) 1(1) 1(1) 2(2) 8(8) 
 

意見に対する回答 以下のとおり 

 

No 
年齢･

年代  

該当す

る箇所 
意見の要旨（原文） 越前市の回答 

１ 40 代 第３章

(１)④ 

P6 

 

第４章

(２)③ 

P10 

学校から離れている公民館

は何かと不便が多いと思う。 

公民館を改築する場合は、学

校や幼稚園と複合化する等、な

るべく近くに配置するよう配

慮して欲しい。 

第３章（１）④「まちづくりや都

市計画と連動した地域コミュニテ

ィ活動の拠点化」に記載のとおり、

学校や公民館は地域の中心に立地

し、地域コミュニティ活動の拠点化

を図ることが望まれます。 

第４章(２)③「複合化や集約化、

相互利用による施設保有量適正化

と施設機能拠点化促進」に記載のと

おり、長寿命化基本方針である施設

保有量適正化を推進するため、改修

又は改築の実施にあたっては、複合

化や集約化、相互利用により、公民



 
 
様式２（計画用） 

館などの複数施設を学校などの特

定施設に集中整備することで、施設

面積を縮減しながらも、必要な施設

機能の維持又は向上を図ります。 

また、特定施設の集中整備によっ

て、分散していた施設機能を拠点化

し、施設の利便性や稼働率を向上さ

せます。 

公民館を改築する場合は、例えば

「複合増築を行うことによる施設

保有量適正化と施設機能拠点化イ

メージ」の図のように拠点化するこ

とを考えています。 

 

２ 80 歳 ― 学校のプールを改修すると

きは、季節や天気に左右される

ことなく、水泳の授業ができる

ように屋内型にした方が良い。 

現在、屋内プールとして家久スポ

ーツ公園温水プールがあり、ここで

水泳の授業を行っている学校もあ

ります。今後は、武生中央公園の水

泳場を屋内型プールとして再整備

する予定であり、屋内プールの利活

用について検討を進めていきます。 

 

３ 56 歳 第１章 

(１) 

P1 

今後人口が減っていくのに

今ある施設をそのまま全て残

す必要はない。 

稼働率が低い施設は無くし、

本当に必要な施設を用意すべ

き。時代と人口に合った適度な

大きさで機能的な施設を求め

ます。 

 

この方針は、第１章(１)「方針の

策定目的」に記載のとおり、平成２

９年３月に策定しました「越前市公

共施設等総合管理計画」を上位計画

としており、計画期間 40 年で 3 割

の施設保有面積を削減することを

目標としています。 

４ 23 歳 第４章

(２)② 

P9 

 

駅や市役所、病院、どの施設

もトイレはほとんど洋式化し

ているのに、学校のトイレは未

だに和式が多い。 

社会的な要求水準や環境への配

慮意識が高まっていることから、日

常的に多くの市民が利用する教育

施設等においても、それらを満たす



 
 
様式２（計画用） 

第６章 

(１) 

P15 

今は洋式があたり前。早めに

対応すべき。 

べく整備する必要があり、第４章

(２)②「20 年周期毎の予防保全改修

の実施」の図「教育施設等の長寿命

化に係る改修内容」に記載のとお

り、トイレの洋式化もその中の１つ

として推進していきます。 

なお、第６章(１)「教育施設等長

寿命化方針第１期実行方針(令和 2

～8 年度)」の下欄にあるように、20

年周期毎の機能向上改修や機能回

復修繕に先行して更新を行う必要

があるものは、教育施設全般におい

て第１期に早急に更新を実施しま

す。 

 

５ 26 歳 第６章

(１) 

P15 

１歳、３歳の子の親です。他

自治体では統廃合が進んでい

ますが、越前市は大丈夫でしょ

うか。 

財政的にも厳しいと思われ

ますが、第 2 期以降に検討して

いくのでしょうか。 

学校施設の統廃合に関するご意

見かと思われますが、今回の方針で

は第６章(１)「教育施設等長寿命化

方針第１期実行方針(令和 2～8 年

度)」を定めています。 

学校施設の統廃合については、児

童生徒の学習環境を念頭に置きな

がら、令和 9年度以降の第 2 期以降

に検討していきます。 

 

６ 未記

入 

第３章

(１)④ 

P6 

 

第４章

(２)① 

P8 

 

第４章

(２)③ 

P10 

１  武生南児童センターの改

修に当たっては、老朽化した施

設であり地域の児童数に対し

手狭であると思われるため、改

築も視野に入れて検討してい

ただきたい。 

２  武生東児童センターは、施

設周辺が狭隘道路であるため

保護者の送迎等に支障があり、

施設も老朽化していることか

ら、武生東小学校の余裕教室を

第３章（１）④「まちづくりや都

市計画と連動した地域コミュニテ

ィ活動の拠点化」に記載のとおり、

学校や公民館、児童館は地域の中心

に立地し、地域コミュニティ活動の

拠点化を図ることが望まれます。 

第４章(２)③「複合化や集約化、

相互利用による施設保有量適正化

と施設機能拠点化促進」に記載のと

おり、長寿命化基本方針である施設

保有量適正化を推進するために、改



 
 
様式２（計画用） 

学童保育として活用し、公民館

と複合化することを検討して

いただきたい。 

３  武生西幼稚園が改修対象

施設となっているが、武生西児

童センターが手狭であること

から、同幼稚園も学童保育の場

として活用できるよう施設機

能向上改修を提案する。 

修又は改築の実施にあたっては、複

合化や集約化、相互利用により、複

数施設を特定施設に集中整備する

ことで、施設面積を縮減しながら

も、必要な施設機能の維持又は向上

を図ります。 

また、特定施設の集中整備によっ

て、分散していた施設機能を拠点化

し、施設の利便性や稼働率を向上さ

せます。 

なお、個別の施設については、第

４章(２)①「教育施設等長寿命化整

備方針検討フロー」の図に基づき検

討していきます。 

 

７ 40 代 第１章

(１) 

P1 

今後、越前市の人口が減少し

ていくのは確実。後世の負担に

ならないよう施設の統廃合や

縮減を確実に進めてほしい。 

結果的に施設面積が増える

ことにならないようにして頂

きたい。 

 

この方針は、第１章(１)「方針の

策定目的」に記載のとおり、平成２

９年３月に策定しました「越前市公

共施設等総合管理計画」を上位計画

としており、計画期間 40 年で 3 割

の施設保有面積を削減することを

目標としています。 

８ 未記

入 

第４章

(２)① 

P8 

 

第４章

(２)③ 

P10 

上太田・なかよし保育園、武

生西幼稚園の３園で幼保一体

化するとよいと思います。 

利点としては、保護者の出産

に伴い保育園の退園や幼稚園

への転園をしていた子どもが

環境を変えずに同じ施設内の

保育部・幼稚部への変更が可能

になること、統合により職員も

増え様々な子どもへの対応が

し易くなること、上記３園は外

国籍児受け入れのノウハウも

あり共生社会を目指す越前市

第４章(２)③「複合化や集約化、

相互利用による施設保有量適正化

と施設機能拠点化促進」に記載のと

おり、長寿命化基本方針である施設

保有量適正化を推進するために、改

修又は改築の実施にあたっては、複

合化や集約化、相互利用により、複

数施設を特定施設に集中整備する

ことで、施設面積を縮減しながら

も、必要な施設機能の維持又は向上

を図ります。 

また、特定施設の集中整備によっ

て、分散していた施設機能を拠点化



 
 
様式２（計画用） 

ならではの取り組みを幼児期

から自然な環境の中で育むこ

とができること、だと思いま

す。 

統合に向けての願いとして

は、越前市の子育てに関するセ

ンター的役割を持つ園、子ど

も・保護者・働く職員にとって

素敵な安心できる園、障がいの

ある子も外国籍の子ども皆一

緒（インクルーシブな教育・保

育を目指す）、様々な機関との

連携による子育ての拠点、保

育・教育の向上に向けた幼児教

育の拠点的機能を持つとよい。 

課題としては、園児数が多く

なることにより一人一人への

丁寧な関わりができるかとい

う不安（保育の流れやクラス配

置等に工夫が必要）、医ケア児

や障がいのある子が落ち着け

なくなるのではないか（静かに

過ごすことができる場づく

り）、外国籍児が多くなること

で就労時間の不規則に伴う必

要保育時間への対応、土曜・休

日保育への対応、職員確保

(様々な職種、勤務時間が求め

られるようになる）が挙げられ

る。 

人材確保のためにも理想的

な職場づくりを行うことで、よ

い教育、保育につながると思い

ます。 

 

し、施設の利便性や稼働率を向上さ

せます。 

なお、個別の施設については、第

４章(２)①「教育施設等長寿命化整

備方針検討フロー」の図に基づき検

討していきます。 

 


